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１ 本道農業・農村を取り巻く社会情勢 

(1) 世界の情勢 

ア 食料安全保障1上のリスクの高まり

 気候変動などによる食料生産の不安定化や世界的な食料需要の増加に伴う調達競争

の激化に加え、地政学的リスクの高まりなどにより、食料品の原材料や農業生産資材

の価格の高止まり、原料供給国からの輸出規制など、国内への安定供給に対する不安

が増しています。 

イ 食市場の拡大

世界の食市場は、経済発展が著しいアジアを中心に拡大しており、世界的な健康志

向の高まりなどにより、米国や欧州などにおいても日本食・食文化の普及が拡大して

います。 

ウ 経済のグローバル化と不確実性の増大 

経済のグローバル化が進み、国と国との関係が密接になっており、多国間のWTO協定

を補完するものとして、EPAやFTAを締結する動きや、CPTPPに参加する国や地域が拡大

する動きが見られます。 

 一方、長引くウクライナ情勢や、関税措置をはじめとした米国の自国第一主義によ

る政策転換など不透明な国際環境を背景に、社会経済情勢の不確実性が増大していま

す。 

(2) 国内の情勢 

ア 人口減少に伴う人手不足と食市場の縮小 

日本の人口は、平成20年（2008年）をピークに減少局面に入っており、令和７年（2025

年）７月１日時点で、約１億2,337万人と10年間で約370万人減少しています。この間、

生産年齢人口2の減少と高齢化の進行も続いており、様々な分野において人手不足が生

じるとともに、国内の食市場の規模の縮小も見込まれます。 

イ 深刻化する地球温暖化

日本の年平均気温は、100年あたり1.4℃の割合で上昇し、令和６年（2024年）の日

本の年平均気温は、明治31年（1898年）の統計開始以降、最も高い値となりました。

農林水産業は気候変動の影響を受けやすく、高温による品質低下などが発生するとと

もに、降雨量の増加などによる被害も甚大となる傾向にあります。 

1
良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態をいう。 

2
一般に「働き手」とされる 15 歳～64 歳。 

第２章 本道農業・農村の「めざす姿」 
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  ウ 米不足を契機とした農業政策への関心の高まり 

 令和５年（2023年）産の主食用米は、高温障害などから供給量が国の見通しより減

少したことに加え、インバウンド需要や家計購入量の増加などを背景に民間在庫が減

少したことから流通段階での競争が激化し米価が高騰しました。こうした中、政府備

蓄米の放出や作況指数の廃止などの国の米政策や、食料安全保障の確保に対する国民

の関心が高まっています。 

  (3) 道内の情勢 

ア 全国を上回るスピードで続く人口減少 

      本道は、平成９年（1997年）をピークに、全国を上回るスピードで人口減少と高齢

化が進行し、特に石狩振興局以外の地域では、人口減少と高齢化が顕著で、各地域の

中核都市においても若年層や女性の転出が進み、道民の暮らしや地域を支える様々な

分野で人手不足の状況にあります。 

イ 次世代半導体プロジェクトの進行 

  国家プロジェクトの一環として、次世代半導体の量産を目指すラピダス社が千歳市

に立地し、令和９年（2027年）の量産開始に向けて、順調にプロジェクトが進行してい

ます。こうした好機を活かし、食や観光、再生可能エネルギーなど本道の強みである

産業の振興と合わせて、本道経済全体の成長に結び付けていくことが求められていま

す。 
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２ 本道農業・農村の動向と将来展望 

(1) 農業構造と経営の動向 

ア 農地 

耕地面積は、平成２年（1990年）の121万haをピークに減少し、令和６年（2024年）

で114万haとなっています。また、遊休農地3面積は、令和６年度（2024年度）で651ha

と近年は横ばいで推移しています。 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」 

資料：農林水産省「遊休農地に関する措置の実施状況調査」（令和２年（2020年）まで） 

「遊休農地に関する措置の状況に関する調査」（令和３年度（2021年度）から） 

3
１年以上耕作されておらず、かつ、今後も耕作される見込みがない農地。 

116.9 115.6 114.7 114.3 114.3 114.1 114.1 113.8 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6

耕地面積（万ha）

田 普通畑 樹園地 牧草地

3,822 

2,166 

669 674 658 665 651

H22年 27 R2 3年度 4 5 6

遊休農地面積（ha）
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イ 農業経営体 

 農業経営体は、令和６年（2024年）で３万1,200経営体と年々減少しています。この

うち、家族経営などの個人経営体も、２万6,600経営体と年々減少しており、団体経営

体は4,600経営体と横ばいとなっています。 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「農林業センサス」 

（平成27年（2015年）まで個人経営体は１戸１法人含む家族経営体の数値、団体経営体に１戸１法人は含まない） 

ウ 農業従事者 

 個人経営体の基幹的農業従事者は、令和６年（2024年）で６万5,200人と減少傾向で

推移しています。また、65歳以上が占める割合は大きくなっており、高齢化が進行し

ています。 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「農林業センサス」 

（平成27年（2015年）までは販売農家、以降は、個人経営体における調査数値）
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- 5 - - 6 -



- 7 - 

エ 農業経営 

 １農業経営体当たりの作物収入や畜産物収入は増加しているものの、農業経営費は

飼料費や肥料費、光熱動力費などの物財費に加え、賃金の上昇などから大きく増加し

ており、近年、農業所得は横ばいで推移しています。

資料：農林水産省「農業経営統計調査」（令和元年（2019年）に調査見直し） 

オ 民間企業などの農業への参入 

 食料品製造・販売や建設を営む企業が、原料の安定確保や経営の多角化、閑散期に

おける人材の有効活用などを目的に、農業に参入する事例が増加しています。 

資料：北海道農政部調べ 

（令和２年度（2020年度）以前は９月現在、令和３年度（2021年度）から１月現在)
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農業粗収益
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(2) 農業・農村の動向予測 

道では、「北海道人口ビジョン2024年度改訂版」（令和７年３月）において、令和２年

（2020年）に523万人であった総人口が、令和32年（2050年）には382万人となり、生産年

齢人口と年少人口（15歳未満）がそれぞれ約４割減少となる人口の将来見通しを示して

います。 

人口の将来見通し（総人口と年齢３区分別人口） 

資料：北海道人口ビジョン 2024 年度改訂版                                     括弧内は年齢３区分別人口割合   

地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以下「道総研」という。）農業研究本部では、

本道の個人経営体の経営体数は、今後も減少傾向で推移し、令和17年（2035年）には、 

１万7,999経営体まで減少すると予測しています。 

また、個人経営体の世帯員数は、令和17年（2035年）には５万7,011人まで減少し、個

人経営体の生産年齢人口も２万9,283人にまで減少すると予測しています。

資料：道総研農業研究本部「2020年農林業センサスを用いた北海道農業・農村の動向予測（令和５年11月）」 
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   (3) スマート農業4技術の普及 

     人口減少や少子高齢化が急速に進む中、北海道では、広域分散型の社会構造といった

地域特性なども相まって、農業分野を含む産業全般において、人手不足など様々な課題

が顕在化しており、その解決に向けてロボットやAI、IoTといった技術の活用を一層進め

ることが求められています。 

スマート農業技術を導入することで、農作業の効率化や負担軽減、経営管理の合理化

による農業の生産性向上が図られており、様々なスマート農業技術を組み合わせた営農

システムの構築が期待されています。 

 また、環境負荷の低減に向けて、ドローンや衛星などによるリモートセンシングデー

タを活用した土壌や生育状況などに応じた農薬・肥料散布を可能とする技術など、環境

負荷の低減に向けた取組への技術の普及が期待されています。 

 

 

 

 

 

(4) 農業の技術開発の展望 

 道総研は、「第４期中期計画」（令和７年３月策定）において、「将来の気候変動や労働

力不足に適応できる食関連産業などの構築」、「地域のエネルギーや資源の活用による環

境調和型社会の形成」、「デジタル技術の活用による産業振興と地域活性化」を重点領域

と設定し取り組んでいます。 

農業分野では、「豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の振興」や、「環境と調和

した持続的農業の推進」、「地域の特色を生かした農業・農村の振興」の研究推進項目を

定め、外部機関との連携を図りながら、研究開発を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 ロボット、AI、IoT などの情報通信技術を活用して、生産性の向上を図る農業。IoT は、Internet of Things の略。「モノのインタ

ーネット」と呼ばれ、あらゆるモノがインターネットに接続し情報をやりとりすることで、モノのデータ化やそれに基づく自動化な

どが進展し、新たな付加価値を生み出すというコンセプト。 

自動操舵システム ロボットトラクター ドローン 
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道総研第 4 期中期計画における農業分野の研究推進項目と主な研究内容 

豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の振興 

 ○ 優れた特性を有する水稲・畑作物などの品種開発と省力安定生産技術の開発 

・障害に強い水稲の極良食味品種、極多収品種、加工適性に優れた多収品種の開発 

・安定多収で病害・障害に強い小麦、大豆、馬鈴しょ品種の開発 

・加工適性に優れた病害・障害に強い小豆菜豆品種の開発 

・耐病性に優れ、省力化に貢献する畑作物の品種選定 

・有用な遺伝情報を用いた選抜技術開発とその活用 

・遺伝資源の保存管理・利用・提供 

・水稲、転作作物の栽培技術及び省エネルギー・低コスト・省力技術の確立 

・畑作物の省力・安定多収生産技術の確立 

・おうとう品種の開発と本道に適した果樹品種の選定、果樹の省力・高品質安定生産技術の確立 

○ 収益性の高い園芸作物の高品質・安定生産技術の開発 

・本道に適した野菜品目、花き品目の選定と栽培技術の開発 

・施設内環境制御による省力・高収益生産技術の開発 

・加工・業務用露地野菜生産における省力的作業体系の確立 

・多収いちご品種の開発と栽培体系の確立 

○ 乳牛、肉用牛の生産技術・育種改良と飼料生産、家畜感染症予防技術などの開発 

・安定多収で高品質な飼料作物品種の開発と選定 

・栄養収量向上技術及び省力・省資源栽培技術の確立 

・乳牛の健康管理と繁殖向上技術の確立 

・自給飼料を活用した肉用牛の育成・肥育管理技術の確立 

・家畜感染症及び人獣共通感染症の診断・予防技術の開発 

○ デジタル技術を活用した農産物の安定生産技術の開発 

・ICT・AI などの先端技術を活用した基盤整備・栽培法及び自動化技術の開発と体系化 

・多様な担い手を支援する生産技術の開発 

○ 農産物と加工食品の市場競争力を高める技術の構築 

・道産農産物の品質評価と新たな利用技術の開発 

○ 農産物と加工食品の安全性確保と品質・鮮度保持技術の開発 

・青果物の品質保持、貯蔵及び流通技術の開発 

環境と調和した持続的農業の推進 

 ○ 環境と調和した持続的農業を推進するための技術開発 

・気候変動による新規・特異発生病害虫などに対応する迅速及び高度な病害虫発生予察技術の開発 

・ICT・AI などの先端技術を活用したクリーン農業や有機農業の拡大を推進する技術開発と体系化 

・センシング技術などを活用した土壌診断や栄養診断の高度化、施肥管理法改善などによる化学肥

料削減技術の開発と体系化 

・気候変動影響の評価と対応技術の開発 

地域の特色を生かした農業・農村の振興 

 ○ 地域農業の発展と特産農産物の生産振興のための技術開発 

・各地域における地域農業の課題解決を目指した技術開発と体系化 

○ 地域・集落を維持・活性化するための地域システムの開発 

・開発・実証技術の経済性評価と導入場面の検討 
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 ３ 本道農業・農村の潜在力 

   本道の農業・農村を取り巻く社会情勢や農業構造などの変化が見込まれる中、本道の農

業・農村が課題や変化に対応し、持続的に発展していくためには、本道の特性を生かし、そ

れぞれの地域が有する潜在力を発揮していくことが重要となります。 

(1) 良質な食料の高い供給力 

 本道は、全国の約４分の１を占める広大な土地資源を活用し、大規模で専業的な経営

体が主体となった生産性の高い農業が展開されており、食料自給率5が200%を超える我が

国の食料供給地域となっています。 

また、安全・安心で良質な道産農産物・食品は、「食の北海道ブランド」として国内外

で高い評価を得ています。 

食料自給率（カロリーベース）の都道府県順位 
(令和５年度(2023年度)) 概算値 

 

順位 都道府県 自給率 順位 都道府県 自給率 

１位 北海道 213％ …   

２位 秋田県 202％ 42 位 愛知県、京都府 12％ 

３位 山形県 148％ 44 位 埼玉県 10％ 

４位 青森県 123％ 45 位 神奈川県 2％ 

５位 新潟県 114％ 46 位 大阪府 1％ 

…   47 位 東京都 0％ 

資料：農林水産省「都道府県別食料自給率」 

(2) 厳しい自然条件下で培った優れた技術 

 本道の農業は、先人のたゆみない努力の下、品種改良や栽培技術の開発・導入を通じ

て厳しい自然条件を克服してきました。 

また、環境と調和のとれた持続可能な農業生産を推進するクリーン農業技術などの開

発が進められており、これらの本道に適した優れた技術は、本道農業の大きな強みとな

っています。 

(3) 多様で豊富な地域資源 

 農村地域には、恵まれた自然環境や美しい農村景観、独自の歴史や伝統文化、バイオ

マスなどの再生可能エネルギーといった豊富な地域資源が存在しており、これらの活用

を通じた地域づくりや６次産業化など高付加価値化の取組や就労機会の創出が期待され

ます。 

 

 
5 国内の食料供給に対する食料の国内生産の割合を示す指標。 

食料自給率（カロリーベース）＝1 人・1 日当たり国産供給熱量÷1 人・1 日当たり総供給熱量 
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 ４ 本道農業・農村の役割 

  （食を支える） 

 本道農業は、高い技術力を有する専業的な農業者が主体となって、生産性が高く、安全・

安心で良質な食料生産を行っており、消費者ニーズに応えた食料の安定的な生産や供給を

担っています。 

国の「食料・農業・農村基本計画」（令和７年４月策定）において、北海道が主要穀物な

どの主産地であることが初めて明記されたところであり、食料供給地域として本道の役割

は、ますます大きくなっています。 

 

本道が主な主産地となっている農産物 
(令和６年(2024年)) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「作物統計」、「牛乳乳製品統計」、「畜産統計」、「畜産物流通統計」 

    ※ 括弧内は北海道の作付面積又は飼養頭数 

 

 

 

 

69.4%

【⼩⻨】 

71.4 万トン（13.2 万 ha） 

52.5%

13.2 万トン（4.7 万 ha） 

81.5%

187.0 万トン（4.9 万 ha） 

【大豆】 【⾺鈴しょ】 

100%

348.5 万トン（4.9 万 ha） 

19.6％

9.9万トン（55.9万頭）

57.8%

426.4 万トン（82.2 万頭） 

【てん菜】 【牛肉】 【生乳】 
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（地域と所得を支える） 

本道の農業は、農産物を原料とする食品加工、流通・販売、観光など、様々な産業と密接

に結び付いており、特に食品工業は、道内の産業別製造品出荷額の４割以上を占めるなど、

雇用や所得の確保などにおいて道民の生活や地域経済を支える基幹産業として、本道経済

の中で重要な役割を果たしています。 

 

産業別製造品出荷額等の構成比 
(令和５年(2023年)) 

資料：経済産業省「経済構造実態調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.8%

36.0%

2.9%

5.3%

3.1%

7.2%

15.8%

19.0%

6.4%

8.0%

4.7%

4.6%

4.6%

4.2%

21.4%

6.7%

32.2%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 国

北海道

食料品 飲料･たばこ･飼料

木材・木製品・パルプ・紙・紙加工品 化学工業製品・石油･石炭製品・窯業･土石製品

鉄鋼 金属製品

電子部品･デバイスなど 輸送用機械器具

その他
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（多面的機能6を発揮する） 

本道の農業・農村は、洪水の防止や水源のかん養といった国土の保全をはじめ、大気の浄

化、美しい景観の形成など、様々な公益的機能を発揮することにより、道民の生命と財産、

豊かな暮らしを守る重要な役割を担っています。 

また、歴史や伝統に根ざした地域固有の食や文化を保存・伝承し、農村を訪れる人々に提

供するとともに、子どもたちが自然とのふれあいや農作業体験などを通じて、生命の大切

さや食べることの意味を理解する教育の場としての役割も期待されています。 

 

多面的機能のイメージ 

資料：農林水産省ホームページ「農業・農村の有する多面的機能」より 

 

 

 

 

 

 
6 国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承など農村で農業生産活動が行われることにより生ず

る食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能。 

体験学習や教育をする 

暑さを和らげる 

農村の景観を保全する 

文化を継承する 

洪水を防ぐ 

土砂崩れを防ぐ 

生き物を育む 

川の流れを安定させる 

土の流出を防ぐ 

安らぎをもたらす 

地下水をつくる 
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５ めざす姿 

 (1) おおむね10年後の「めざす姿」 

     本道の農業・農村に関わる一人ひとりが、それぞれの地域が有する潜在力を生かして、

課題や変化に対応しながら、求められる役割や期待に応えていくため、おおむね10年後

（令和17年（2035年）頃）の本道の農業・農村の将来像を「めざす姿」として示し、市町

村や農業者、消費者、関係団体などと共有し、その実現に向けた取組を連携して進めて

いきます。 

 

 

 

 
 

(2) 「めざす姿」の実現に向けた施策の推進方針と数値目標 

     この計画では、「めざす姿」の実現に向けて、令和８年度（2026年度）から令和12年度

（2030年度）までの５年間の計画期間において、次の４つの方針の下、施策を総合的か

つ計画的に推進します。 

ア 食料を安定的に供給する農業・農村 

      農業生産を担う人材が農業生産の基盤である農地を最大限活用していけるよう、優

良農地の確保や農業生産基盤の整備・保全、多様な担い手の育成・確保、地域課題に

対応した品種・技術の開発と普及を推進するとともに、需要に応じた農産物の安定的

な生産・供給を図ります。 

イ 環境と調和のとれた持続可能な農業・農村 

      農業が環境に負荷を与える側面にも着目した持続可能な農業生産が行われるよう、

環境と調和のとれた農産物の生産・供給を推進するとともに、持続的な生産活動を通

じて発揮されている多面的機能の維持・増進を図ります。 

ウ 誰もが安心して住み続けられる農業・農村 

      農村において、地域社会を維持しながら農業生産が持続的に行われるよう、地域農

業を支える多様な人材の活躍や地域資源を活用した新たな価値の創出を推進するとと

もに、安心して暮らせる農村づくりを進めます。 

   エ 消費者と生産者が支え合う農業・農村 

      本道の農業・農村が重要な役割を果たしていることを道民が改めて認識し、貴重な

財産として共に育み、将来に引き継いでいけるよう、都市と農村との交流を拡大し、

消費者と生産者の相互理解の醸成を推進します。 

 

 

本道の農業・農村への共感を礎に、 

主要穀物などの主産地である本道が、 

持続可能で潤いのある農業・農村を確立し、 

我が国の食料安全保障に最大限貢献しています。 

日本の食を力強く支える豊かな農業・農村 
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「めざす姿」の実現に向けた施策の推進方針と展開方向 

食料を安定的に供給する農業・農村 

・ 優良農地の確保と適切な利用の促進 

・ 農業生産基盤の整備・保全の推進 

・ 担い手の経営体質の強化 

・ 新規就農者の育成・確保 

・ 経営感覚を備えた農業経営者の育成 

・ 営農支援組織の育成・強化 

・ 試験研究機関などによる技術開発と普及活動の推進 

・ スマート農業の推進 

・ 需要に応じた生産・供給体制の強化 

・ 国内外の販路拡大

環境と調和のとれた 
持続可能な農業・農村 

・ 農業分野における環境負荷の低減 

・ 環境保全型農業の推進 

・ 道内資源の利用の促進 

・ 多面的機能の発揮 

誰もが安心して 
住み続けられる農業・農村

・ 農村における女性の活躍 

・ 働きやすい環境づくりと多様な人材の受入れ 

・ 多様な地域資源を活用した付加価値の創出 

・ 地域コミュニティ機能の維持・強化 

・ 安全で快適な生活環境の整備 

消費者と生産者が支え合う農業・農村 

・ 食の安全・安心の確保 

・ 食育・地産地消の推進 

・ 都市と農村との交流の拡大 
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また、広く道民と「めざす姿」を共有し、その実現に向けて共に実践していくため、この計画

における数値目標を示します。 

この数値目標の達成に向けて、総合的かつ計画的に講じる施策の進捗状況を定量的に評価する指

標として、KPI（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）を設定します。この KPI を毎年

度検証し、PDCA サイクルにより施策を効果的・効率的に推進します。  

 

≪数値目標≫ 目標年度：令和12年度（2030年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供給熱量 

2,197kcal 
国  内 輸    入 北海道 

国産供給熱量 836kcal 北海道シェア 23％ 

21.4％ 

農業･農村には関心がない 

・わからない・無回答 

78.6% 

 ○ 本道の農業・農村への共感  

農業・農村に関心を持っている道民の割合 ７９％→９0％ 

 ○ 我が国の食料安全保障への貢献 

国産供給熱量に占める北海道のシェア 23％→30％ 

※農業・農村に関心を持っている道民の割合（令和７年度） 

※国産供給熱量に占める北海道のシェア（令和５年度） 

資料：農林水産省「令和６年度食料自給率について」、北海道農政部推計 

資料：北海道「令和７年度道民意識調査」 
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  (3) 「めざす姿」の実現に向けて配慮すべき事項 

  「めざす姿」の実現に向けた施策は、次の４つの事項に配慮しながら、効果的かつ効率

的に展開します。 

ア 地域の個性や主体性の発揮 

      地形的に大きな広がりを有する本道は、地域によって気候や土壌条件などが異なり、

それぞれの地域ごとに特色ある農業が展開されていることを踏まえ、地域の特性や資

源などを活用しながら、地域の創意と主体性を持った取組が持続的に進められる施策

の展開を図ります。 

 地域ぐるみの話し合いを通じて地域の農業・農村の将来像を描く実効性ある計画づ

くりが継続して行われ、地域が主体的に農業振興を図ることができる環境づくりを推

進します。 

   イ 気候変動への対応 

 近年の平均気温の上昇や集中豪雨などにより、自然災害の頻発・激甚化や農産物の

品質の低下、作業中の熱中症のリスクの増大など、農業分野においても気候変動によ

る影響が現れていることから、令和32年（2050年）までに温室効果ガス排出量の実質

ゼロを目指す「ゼロカーボン北海道7」の実現に向けた施策を展開するとともに、高温

環境下において耐性を有する新たな品種開発の加速化や技術の普及、農業生産基盤の

整備などを組み合わせて総合的に推進します。 

   ウ デジタル技術の活用 

      本道では、データセンターや半導体関連産業といったデジタルインフラを核に、ス

マート農林水産業を支える多様で革新的なデジタル関連産業の集積が進められている

ことを踏まえ、農業の生産性の向上や農村地域の利便性の向上を図るAIなどのデジタ

ル技術の活用を促進します。 

   エ 分野横断的な施策展開 

      食料供給地域である本道が、持続的に農業生産を行うためには、人口減少対策をは

じめ、デジタル化やゼロカーボンの推進、国土の強靱化やグローバル化への対応など

分野横断的な取組が重要です。そこで、本道における地域社会の創生に向けた施策を

推進するため「北海道創生総合戦略」をはじめとした重点戦略計画や、半導体の複合

拠点を実現し、本道の強みである産業の振興と合わせて、本道経済全体の成長に結び

付けていくための「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン」や、地域と世界

が調和しながらともに発展し、世界で輝く北海道を目指す「北海道グローバル戦略」

など、ほかの特定分野別計画と連携した施策の展開を図ります。 

 

 

 
7
  道内の二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス排出量と森林などによる吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和しなが

ら成長を続ける脱炭素社会。道では、2050年までの実現を目指している。 
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